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小中一貫教育を見据えた社会科教育論の新視点
―Service-Learningとエンゲストロームの活動理論から―
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A new theory of Social Study Education focused on integrating Schools
―From the points of view of Service-Learning and Active Theory―
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要 旨
本研究の目的は、以下の３点が挙げられる。①子ども（特に児童期と青年期）の社会心理的発達の
文化相対的な側面と認知的な側面の可視化。②児童期から青年期の移行にかけて生じる矛盾を見出す
（心理面・学習面）。③子どもの心理的発達を視野に入れた、社会科等を中心とした
Service-Learning における矛盾の克服を促す授業の考察。
そこで、社会心理的発達に関する文献研究と目的を可能とするような社会科等を中心とした
Service-Learning 授業方法の仮説を立て、事例検討を行なった。
その結果、次の３点がわかった。①児童期から青年期にかけての発達過程は、実践共同体の成員が
正統的周辺参加から十全参加となるための学習を可能とさせる能力を培う過程ではないかと考えられ
る。②活動システムモデルをもとに浮かび上がってきた主な矛盾点は、子どもの対象・動機が、児童
期から青年期を経るにあたって、勤勉性（生産性）の獲得からより深い自他の意味づけ、第３者の視
点を通した、自分らしさ・他者らしさの構築へと変化する点、子どもの発達や周囲の見方の変化によ
る活動システムの個々の要素内の矛盾と、学校種の変化等による活動システム間の矛盾がある点が挙
げられる。③学習活動における矛盾の克服には、知の統合を構築するようなサイクルと、学生を「能
動的な生産者」にする授業の特徴である「活動の真正性」、「活動システム全体の組織化」が有用であ
ると考えられる。また、認識的社会科学習においては、児童期から青年期の心的発達を鑑みるに、
「多声性」と現実問題の文脈の中で認識的社会科を自然と用いている学習が矛盾の克服を促す一手段
であると考えられる。
０．序章
０-１．問題と目的
今日、教育界では小中一貫教育が話題となっている。そこには、中１ギャップなど、小中間の段差が要
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J. Fac. Edu. Saga Univ.
Vol. 16, No. 1 (2011) 239〜261
因と思われる問題が横たわる。児童期・青年期は、箕浦（1990）によると、発達において、年齢による影
響、歴史・文化的環境の影響、個人差の影響のうち、特に歴史・文化的影響を大きく受ける。このこと
は、思春期の子どもにとって、関心事が自己の同一化と斉一性・連続性の維持に向かい、他者との関係を
より意識するようになることと関係しているであろう。中１ギャップなどの問題は、この心理的・社会的
な要因も大きく関連していると思われる。
そこで、本研究では、社会的相互作用（実践共同体の文脈）からアイデンティティ形成を捉えるレイヴ
とウェンガー（佐伯訳、1993）による正統的周辺参加論、学習の文脈の構造を可視化するエンゲストロー
ム（山住ら訳、1999）の活動理論に着目することで、思春期の子どもの発達段階における矛盾を可視化
し、中１ギャップと呼ばれるような小中間の段差の克服を促す手段を見出すことを試みた。
ここで分析視点に設定する我が国の社会科等を中心とした Service-Learning における人間性について
の先行研究は少ない（倉本、2008）。一方で、唐木（2008）は思春期の子ども達にとって大切なのは「教
科の学び」と「自己の生き方を探る作業」とを結びつけることであると論じている。ここに、
Service-Learning と心理的発達とを結びつけた授業の考察が、発達における矛盾の克服に通じるという
理論的構造を構築した。
以上から、本研究の目的を次の３点に置く。
① 子ども（特に児童期と青年期）の社会心理的発達の文化相対的な側面と認知的な側面の可視化。
② 児童期から青年期の移行にかけて生じる矛盾を見出す（心理面・学習面）。
③ 子どもの心理的発達を視野に入れた、社会科等を中心とした Service-Learning における矛盾の克服
を促す授業の考察。
０-２．分析方法と全体構成
本研究は次の方法によって研究を進めることにした。
まず、児童期・青年期の子どもの社会心理的発達についての研究の考察を行い、社会・文化的な観点か
ら発達段階移行の際に生じる矛盾を見出し、その克服を促す手段の仮説を立てる。次に、提案した仮説を
可能にしていると思われる事例の検討を、特に社会科等を中心とした Service-Learning の学習活動、小
中一貫校のカリキュラムと授業実践の二つの側面において行う。
そこで、全体構成としては、まず、子どもの社会との相互作用による心的発達に関して、学習とアイデ
ンティティ形成という視点から、児童期から青年期への移行の際に生じる矛盾の考察を行う。その際、正
統的周辺参加の観点を用いる。次に、子どもの心的発達の面で生じる矛盾を、エンゲストロームの活動シ
ステムモデルをもとに再度可視化する。さらに、特に学習活動に目を向け、松下の学習論や大学授業研究
を取り上げる。そして、これらの理論をもとに、認識的社会科教育について矛盾の克服につながる学習方
法を考察する。最終的に、児童期から青年期にかけての子どもの発達における矛盾を、学校種の変化によ
る活動システム間の矛盾と捉え、カリキュラムの側面から、その克服につながる実践授業の検討を行う。
また、それぞれの分析単位は活動システムモデルとする。
０-３．用語の設定
⑴ Service-Learning の概念―伝統的授業・社会構成主義的授業と SL 授業との比較から―
社会構成主義者で著名なバンクス（Banks）は、その立場から以下のように市民教育（Citizenship
Education）を推進する３要素をあげている。
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①知識の獲得と管理 ②参加経験、意志決定の能力開発 ③価値観や態度の健全なる向上
つまりこれらの事柄は、知識的・概念的なものよりもむしろ参加意志決定の能力、更には価値観や態度
の向上に重点をおこうという市民的資質の育成を意図している。民主主義等の概念や理想は、それだけで
は「生徒の育ち」にとって無意味であり、現実に社会的参加をして理念を実践していこうとする態度を
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表１．カリキュラム構成の比較（筆者作成）
伝統的授業 構成主義的授業 サービスラーニング授業
カリキュラム
開発原理
○カリキュラムはベイ
シックスキルを重視し、
部分部分を細かく注入し
ていく。
●カリキュラムは大きな
概念を強調し、全体的把
握から部分分析へと展開
する。
◎カリキュラムは学際的単元を
連関させ、概括的テーマを中心
に単元構成される。
カリキュラム
計画段階（Ｐ）
○固定化されたカリキュ
ラムを計画的・系統的に
実施することこそが、高
い学習的価値観となる。
●可能な限り、純粋な生
徒の疑問・興味関心の追
求こそが学習的価値観と
なる。
◎学習者の興味関心、関連する
教科内容、コミュニティーの
ニーズを統合するかたちでサー
ビステーマが形成される。
カリキュラム
実践段階（Ｄ）
○カリキュラム実践場面
では、ほとんど教科書や
ワークブックで学習す
る。
●カリキュラム実践場面
で、教材解釈のデータと
活動主義の学習スタイル
をとる。
◎カリキュラム実践場面では、
サービスをする体験活動とリフ
レクション（内省）をする。
カリキュラム
評価段階（Ｓ）
○生徒の学習成果の評価
は教授本質とは異なり、
そのほとんどはテスト等
による測定である。
●生徒の学習成果の評価
は教授と一体化してお
り、生徒の学習態度・生
徒の作品の観察やポート
フォリオ等による。
◎生徒の学習成果の評価は、教
師の観察、ポートフォリオ等か
らリフレクションを行い、次段
階のサービステーマへと発展し
ていく。
学習者観
(生徒・児童観)
○生徒は真っ白な石版の
ようなものとみなされ、
その上に教師が情報・知
識を書き込んでいく。
●生徒は全世界において
理論的思考者としてみな
され、生徒独自の世界観
を持つ。
◎思考力と調査スキルはイッ
シューを追求する主要な手法で
ある。反省的思考は全学習過程
を通して為される。
学習における教
師の役割・スタ
イル
○教師は一般的に教訓的
な行為をなし、生徒に教
師の情報・思想等をク
ローズ的に押しつける傾
向がある。
●教師は一般に相互主体
的行為をなし、生徒に
とっての学習環境を整備
支援する。
◎教師はサービスラーニングを
教科等の学習促進の他なる有効
手段として活用する。
教師の関心事
指導上の留意点
○教師は生徒の学習成果
の確認のために、正答の
みを求める傾向性があ
る。
●教師は生徒の興味関心
を理解し、授業の重要な
展開場面において生徒の
持つ既成概念を活用す
る。
◎生徒の興味関心と反省的思考
を全学習過程で活かして学習を
開始する。教師は学習の連続
性・連関性・統合性を保障し、
活用する。
学習形態
○生徒は主として個人学
習作業である。
●生徒は主として小グ
ループによる学習作業で
ある。
◎大部分の生徒は、小グループ
による学習作業であるが、場面
に応じて変容する。
持った「知的社会行為者」を育成することに市民教育固有の目標があるとする。
一方で Service-Learning の理論的背景は、上記のような市民教育論に依拠しながらも、経験主義教育
も思想背景として直接経験・反省的思考・批判的思考等が学習の鍵とされている。実際にコミュニティー
にサービスをすることを通して社会的参加・社会的貢献をし、学習者がコミュニティーの変革を感得でき
ることに大きな特徴がある。 SL の本質観は主として次の三点に整理できよう。第一に、
Service-Learningを通して個人の自己価値観や能力のみではなく、コミュニティーに対する価値観として
の市民性に着目できる。第二に、省察（Reflection）を教科学習過程に位置付け、サービス体験したこと
を教科内容に統合化するカリキュラム開発によって、経験主義的な学習成果をより期待できることであ
る。第三には、SL は知的能力の開発を促進するという点である。その知的能力は、判断力・表現力・洞
察力・問題解決能力等の獲得に重点がある。
ここで、表１に示したように、Service-Learning カリキュラム開発論の特徴を概括する意味で、全米
レベルの SL実践を体系化したことで著名なキンスリー（Kinsley）による伝統的授業・社会構成主義的授
業と SL 授業カリキュラムとの比較検討論を、筆者がカリキュラム PDS（Plan・Do・See）の各段階別の
視点から修正的検討を加え、これを再整理した。
よって、Service-Learningとは、デューイらに代表される経験主義的学習論の見地から、真の意味で知
的・人格的発達が個人とコミュニティーとの切実な相互関係で成立する学習論である。 SL の提唱者ら
は、知識とはあくまでも道具にすぎず、人間の経験において有用とみなされた場合にのみ、その知識は価
値を持つといった「道具主義」の立場をとっている。有用的知識を刺激しない抽象的な学習は、生徒に
とって「学ぶ意味」を感じることにならないという立場から、Service-Learning は伝統的授業形態・知
識注入主義に対するアンチテーゼでもある。
以上のことから Service-Learning の定義は以下のように挙げることができる。
まず「全米コミュニティーサービス法1990」（The National and Community Service Act of 1990）が制
定され、Service-Learningに取り組む先進校・全米のサービス関連団体・NPO等に基金援助を実施し、
サービス活動の一層の促進を図ることを目的とした。その立法のなかでの定義は以下の通りである。
「１．学校とコミュニティーとを体系的にコーディネートすることにより、実際的なコミュニティーの
ニーズに対応するサービス活動に積極的参加をし、生徒が学びながら成長するものである。
２．生徒は、コミュニティーにおける実生活場面で、既習の知識とスキルを活用する機会を得ることが
できるものである。
３．Service-Learningは、教室の壁を越えてコミュニティーまで学習活動が広がり、他者を思いやる感
覚を育むことができる学校改善へと繋がるものである。」
次に、その「全米コミュニティーサービス法1990」の修正法である「全米コミュニティーサービス委託
法1993」（National and Community Service TrustAct of 1993）では、この立法によってサービス団体であ
る AmeriCorpsと Corporation for National serviceが設立され、更にこの立法は、Senior Corps,
AmeriCorps, VISTA, Learn and Serve America 等を協働し、独立連邦エージェンシーとして位置づけた
画期的なものであった。この立法によれば、Service-Learning は以下のように定義されている。
「・コミュニティーにおいて実施し、コミュニティーのニーズに対応した貢献活動を通して、学生/生徒達
の学習と発達を促進する方法論である。
・初等/中等/高等教育機関とコミュニティーとの協働によって実施する市民の責任意識を育むものであ
る。
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・学生/生徒達のコミュニティー貢献活動における教育的要素を高め、アカデミックカリキュラムに統合
されて実施するものである。
・学生/生徒達、または参加者が貢献活動を振り返る（Reflection）ための時間が、カリキュラムのなか
に設定され実施されるものである。」
｢全米 SL 協会」（National Service-Learning Cooperative）によれば、Service-Learning とはコミュニ
ティーサービス（Community Service）をベースにして学校カリキュラム内容と統合することで、学習効
果を高め、Service-Learning の目的であるコミュニティー貢献の意欲・積極的態度を育成しようとする
ものと定義され、以下のように示される。
｢Service-Learning とは、意義あるサービス体験とアカデミック学習、人格的成長、公民的責任を統合
する教授・学習方法である。」
他にも「全米青年リーダーシップ評議会」（National Youth Leadership Council）による、特にアカデ
ミック要素を重視した Academic Service-Learning の定義は以下の通りである。
｢SL とは、純粋なコミュニティーのニーズに合致し、知識・スキルを応用させ、システム的な体験的リ
フレクションを満たした学習活動を含む教育的方法論である。」
また、「全米教育統計センター」（National Center for Education Statistics）によって SLを大別すれば、
カリキュラムの経営主体が学校組織にある場合は「学校に基礎を置く SL」（School-Based Service-
Learning）であり、コミュニティーNPO等の団体にカリキュラムの経営主体がある場合は「コミュニ
ティーに基礎を置く Service-Learning」（Community-Based Service-Learning）に分類することも可能で
ある。それは、後述する SL の歴史的背景から判断すれば、SL は特に80年代から注目を浴びるようにな
り、サービス活動を支援しようとする政治的政策の下に教育行政・単位学校ばかりではなく、財政的援助
を目的とした様々な団体・組織が参加する場合もあり、結果的に Service-Learning の捉え方・定義が多
面的になることによる。
しかし、このことが本研究で明らかにする Service-Learning を分析対象としたアメリカ型のカリキュ
ラムマネジメント論を構築することに繋がっていくことになる。例えば我国では、総合的学習が導入さ
れ、各学校単位で独自のカリキュラム開発・経営が求められたが、これは教育行政・学校組織を主体に限
定されたカリキュラムマネジメント論である。一方、アメリカの SL を対象としてカリキュラムマネジメ
ント論を分析すれば、学校カリキュラムばかりでなく、NPO等のコミュニティー団体が主体となり学校
組織と協働して、或いはカリキュラム主体となる場合もあり得る。例えば、この観点からサービス活動を
普及する目的の「ポインツオブライト財団」（The Points of Light Foundation）によれば、Service-
Learning の定義は、以下の通りである。
｢SL とは、青少年が地域ニーズに応えることを通して自分なりに学ぶ活動である。そのためには、SL
に関わるサービス組織は、その学習目標を定め、リフレクションを実施する必要がある。学校とコミュニ
ティー組織が協働して、ともに SL のプロジェクトやプログラムをより良く発展させていくものである。」
以上のような多様な定義を総括して、「北西部 SL」（Northwest Service-Learning）の「SL の促進に関
する報告書」（Promoting Service-Learning Excellence）のなかで、Service-Learning の定義に関わり、
Service-Learning とは以下の要素を含まなければならないとする。
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① 明確な学習目標
「Service-Learning の実践と概念は学校外での学習活動を含むが、それでもカリキュラム上の意図
的な学習目標は明確にしておく必要がある。」
② 純粋なコミュニティーのニーズとの合致
「SL がコミュニティーのニーズに合致することで、既習の事項が実践活動の中で活用され、学習者
がこれまでの学習に学ぶ意味を感得することができることが重要である。」
③ システム的なリフレクション
「最も重要な SL の構成要素には、リフレクションの実施がある。サービス活動の概括をする以上
に、学習目標とコミュニティーのニーズを体験活動によって統合を図り、サービスと学習を強固に
するばかりでなく、教師と生徒の変革的能力を育成することにも繋がっていく。」
つまり、Service-Learning とは、意義ある社会貢献活動と知的学習を結びつけるカリキュラム開発の
方法論であり、コミュニティーサービスの体験は知識や技術を感得しながら、コミュニティーの課題に直
面し、その改善に向けての参加機会を与えるものとなる。また、そのサービス体験を体系的にリフレク
ションに取り組む過程で、更に生徒の学習や人格成長が促されることが期待できるカリキュラム・授業論
と理解できる。
⑵ ｢矛盾」の概念
正統的周辺参加論において強調されている「矛盾」は、実践共同体の変容の連続性と、新参者が古参者
になるという置換の間に生じる矛盾である。つまり、新参者が古参者になろうとする連続的な過程の中
で、新参者と古参者とのアイデンティティ確立方法に違いがあるために、アイデンティティ形成において
新参者に生じるディレンマである。
また、活動システムにおける「矛盾」は、弘田（2007）によると、活動システムの３つの社会的活動
〈生産〉〈交換〉〈分配〉において、個人の行為と全体的な活動システムとの間に生まれる衝突であるとさ
れる。活動の矛盾はエンゲストローム（＝弘田、2007）によって４段階に分けられ、「⑴主体・対象・共
同体といった個々の要素内における矛盾―つまり個人の内面での葛藤のようなもの―、⑵各要素同士の間
の矛盾―道具と共同体の間に生まれる齟齬など―、⑶より進んだ文化的活動システムとそうでないシステ
ム間の矛盾―大人のシステムと子どものシステムの間の衝突―、そして⑷そのような文化的優劣関係から
抜け出した各種並行して臨在するシステム間の衝突」とされる。
本研究における矛盾の概念は、これらの矛盾の概念を取り入れて定義する。
つまり、子どもの発達段階の移行に伴って共同体が変容すると考え、その共同体による生産の文脈を活
動システムによって捉える。そして、発達段階の移行過程で生じる活動システムの矛盾を、子どもの発達
や周囲の見方の変化による個々の要素内の衝突と、学校種の変化等による活動システム間の衝突が合わ
さったものとし、本研究で着目する矛盾とする。
⑶ ｢知の統合」の概念
松下（2002）によると、活動によって獲得される知とは、知識とスキルに分けられる。スキルは、〈対
象的行為の側面―相互行為の側面〉という、および〈領域一般的・基礎的―領域固有的・専門的〉という
二つの軸に分類される。また、知識については、活動システムモデルにおいて、「対象」、「道具」、「結果」
のいずれかに位置づけられる。つまり、授業場面で置き換えると、知識を学ぶことそれ自体が目標となっ
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ている場合は、知識は「対象」に位置づけられている。また、知識が、プロジェクト学習型の授業のよう
に、プロジェクト課題という対象に取り組むための「道具」として扱われる場合もある。さらに、プロ
ジェクトの結果、新しい知識が創造される場合もある。この場合は、知識は「結果」として位置づく。こ
のようにして、「知」の要素である知識とスキルが、活動システムにおいて統合的に位置づけられるので
ある。
本研究では、この知の統合という観点から、矛盾の克服を促す授業の提案を行う。
１．思春期の子どもの心理的発達と矛盾
１-１．思春期の子どもの社会的発達
次のような表に、子ども自身、友人、親、教師、周囲各々からの子どもの発達に沿った、子どもに対す
る見方を整理する。この表は発達過程の普遍モデルを軸とし、社会・文化相対的な発達を段階に応じて考
察していくことを目的としている。
表１．子どもと社会との相互認識の変容（筆者作成）
子ども自身 友 人 親 教 師
児
童
期
・
前
・勤勉性 vs. 劣等感
・他者の視点に立つ
・相関を捉えていない特徴を
根拠とした自己理解
・報酬―コストと
しての認識傾向
・学習状況や生活
環境を気にかけ
る
（小学校）
・単一的、全体把握的な子
ども理解
・抱擁安心的な傾向の指導
・前半：学校に慣れるため
の土台を築く
・後半：仲間集団への意識
が加わる
児
童
期
・
後
・勤勉性 vs. 劣等感
・断時的第三者の視点
・比較による自己内省
・規範の共有、互
恵性と相互調整
の認識
・協同による生産
性（勤勉性）へ
の心配
・生活習慣への配
慮
青
年
期
・
前
・自我同一性 vs. 同一性拡散
・第三者の視点、相互交渉を
通じた人間関係への気づき
・相互交渉のあり方を根拠と
した自己理解
・親密で相互共有
的認識の関係
・子どもの精神的
独立・第２反抗
期に伴い、子ど
もへの見方の変
容
（中学校）
・多面的、中間層がやや希
薄な子ども理解
・自立促進的な傾向の指導
青
年
期
・
後
・自我同一性 vs. 同一性拡散
・相手の深い概念化、人々の
視点や関係の体系化
・自己の体系的な概念をもつ
・自他のより深い
概念化を通した
自律的・相互依
存的な関係
・子どもの心理的
離乳とともに、
子離れが課題と
なる
・生きていく力・
自立への配慮
子ども自身の発達過程は、デーモンとハートの自己理解の発達モデル（山地の整理による、1997）、エ
リクソンの発達段階におけるアイデンティティの心理社会的危機論（伊田、2008、間宮、2008の整理によ
る）セルマンの役割取得の発達段階モデル（伊藤・平林、1997）の理論をもとに整理している。また、友
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人からの見方の変化は、ビゲローの友情概念の発達段階、セルマンの友情の理解についての段階モデル
（井森、1997）を取り入れている。親の子どもに対する発達に沿った見方に関しては、林（2005）の親の
「子育ての発達段階」をもとに考察している。子どもの発達についての教師の見方は、福山（2008）の理
論を参考にしている。
１-２．正統的周辺参加からみる思春期の子どもの心理についての考察
次に、子どもの社会との相互作用による心的発達について、「学習」とアイデンティティ形成という視
点から、児童期から青年期への移行の際に生じる矛盾を考察していく。この際、レイヴとウェンガー（佐
伯訳、1993）による正当的周辺参加の概念を糸口として、矛盾を捉えていきたい。ここでこの正当的周辺
参加の理論を用いるのは、学習と矛盾、連続性、アイデンティティ形成過程がこの論により総合的に見出
しやすいと考えるためでる。ただし、この理論は社会性が強い傾向にあるように感じられるため、認知・
心理的な側面を中心に考察していく。
〔正統的周辺参加の概要〕
文化人類学者レイヴとウェンガーによる「正統的周辺参加（Legitimate peripheral participation、以後
LPPと略すこともある。）」は、「新参者と古参者の関係、活動、アイデンティティ、人工物（artifacts)１)、
さらに知識と実践の共同体などについての一つの語り口を提供するもの」として提案された。これは新参
者が実践共同体（community of practice）の一部に加わっていく過程に関係しており、「一人の人の学習
意図が受け入れられ、社会文化的な実践の十全的参加（full participation）へと移行する過程で学習の意
味が形作られる」とする。
ここでいう学習２)とは、実践共同体における社会的再生産の発達サイクルの中で成されていくものであ
り、実践のもつ矛盾の解決の一部と捉えられる。
正統的周辺参加から十全的参加と変化していく過程には、成員と実践共同体における場所およびそれへ
の参加との、長期にわたる生きた関係の中でのアイデンティティ形成が含まれている。成員は新参者から
古参者になるに当たって、実践共同体内での内省や公的承認の中で成員としての自分の意識を確立してい
く。また、その過程を通して成員が変容していく動向と同時に、共同体自体も「変容」し、再生産されて
いくのである。
ところで、実践共同体の変容の連続性と、新参者が古参者になるという置換の間には、矛盾が存在す
る。新参者が古参者になろうとする連続的な過程の中で、新参者と古参者とのアイデンティティ確立方法
の違いにより、アイデンティティ形成における新参者のディレンマが生じるのである。この矛盾は、「共
有される日常的実践（そこでは異なる見解と共通の関心が交錯している）を通して経験され、うまく解決
される」。
〔移行にかけて生じる心理的矛盾〕
心的発達に関わる正統的周辺参加における実践共同体を、ライフサイクル全体の共同体から、さらに細
分化して、各発達段階内での共同体としてみていくと、各段階内で、様々な社会的成員としての、新参者
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１) 訳書の注によると、道具、文字、記号など人為的に作り出され、人々によって利用されているもの。ただし、非意図的なもので、た
とえば、人びとが頻繁に歩くことによって自然にできあがった近道などもこれに含まれる。
２) レイヴとウェンガーが捉える学習は、教育とは明確に区別されている。ここでは、どんな教育形態が学習の文脈を提供したとして
も、あるいは意図的な教育形態の有無にかかわらず正統的周辺参加を通した学習が生起するとしている。
が古参者になるにあたっての矛盾が生じており、その矛盾の克服が、例えばエリクソンの理論の心理・社
会的危機を乗り越えるということになるのではないかと考える。成員の各々が心的発達に関わる、それぞ
れの役割を担った共同体として、役割自体が新参者から古参者という変容を遂げるのである。また、段階
を移行する時は、新たな成員の新参者として、正統的周辺参加を始める。この時の実践共同体は、家族で
あり、仲間集団であり、学校組織の成員であり、地域である。「どの共同体に属しているか」という見方
は、主体や共同体の生産内容によって様々に決まってくるであろう。
では、子どもの児童期から青年期にかけての段階の移行、周囲の人々によって構成される共同体の変化
により、子どもが古参者から新参者となる際の矛盾にはどのようなものが存在するのであろうか。
子どもの発達が児童期から青年期に移行するにあたって、成員が社会の文脈に慣れていくという生成過
程を有する共同体内では、例えば親や教師は、子どもが自立へと繋がるような役割行動を促す。子どもた
ちは勤勉性の獲得に継ぎ、アイデンティティ形成へと向かう。また、アイデンティティ形成に伴って、役
割取得の発達や自己と他者の存在意味の斉一性と連続性の保障のため、周囲との相互作用、社会の組織化
へと認識傾向の変化をみせると思われる。この児童期から青年期にかけての発達過程は、いわば、成員が
正統的周辺参加から十全的参加となるための学習を可能とさせる能力を培う過程といえるのではないだろ
うか。
つまり、児童期にみられると思われる勤勉性（生産性）の獲得等は、生活するための学習の仕方、モチ
べーション形成等の正統的周辺参加における学習の方法の取得に関わるのではないかと考える。また、青
年期に移行するに当たって直面すると思われる自我同一性の形成については、自分と他者を確固たる認識
へと確立していくという、主体的に活動の判断をし、行動に責任を持つことのエネルギー源の形成につな
がるのではないかと考える。勤勉性の獲得の時期には、アイデンティティは状況に応じて揺らいでいる
が、勤勉性が劣等感を上回る段階に達し、安定してくると、確固たるアイデンティティ形成へと発達して
いく。この過程において、学習の方法の取得から、学習自体や生産、共同体の存在を多価値ならしめる、
体系の把握、主体的な行動源（アイデンティティ形成）の確立へと推移していくと考える。
２．移行に伴う学習活動の変容と Service-Learning 授業研究
２-１．学習の文脈と活動理論
次に考察するエンゲストロームの活動理論は、学習の文脈を「活動システム」として捉え、文脈の構造
を可視化しやすい。
〔エンゲストロームの活動理論の概要〕
⑴ 文化歴史的活動理論の推移
エンゲストロームの提唱する「文化歴史的活動理論（Cultural-Historical Activity Theory、以下
CHAT もしくは活動理論と略）」はヴィゴツキーによる活動理論に端を発する。エンゲストロームによれ
ば、ヴィゴツキーのそれを第一世代として、レオンチェフやルリアらによる第二世代、1970年代から現代
に渡るエンゲストロームらによる第三世代へと通じている。
第一世代の画期的な点は、ヴィゴツキーによって「媒介（mediation）」という概念が見出されたところ
にあるとされる。上野（2009）によると、そこでは、「主体」は行為の「対象」から切り離されているの
ではなく、「主体」と「対象」と、それらを「媒介するアーティファクト」は「三つ組み」のものとして
提示されている。ヴィゴツキーが説くには、人間と対象の間は、「文化」という「道具」に媒介されるの
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であり、行為における「対象志向性」によって仲立ちされるのである。
レオンチェフら第二世代になると、ヴィゴツキーによる三つ組みの「分析単位」が個人に当てられてい
たことに対して、「歴史的に発展していく労働の分化」という概念を導入した。龍崎（2004）によると、
この労働の分化、すなわち分業によって、個人の行為と集団としての行為との分離が説明として可能に
なったと考えられる。また、主体とコミュニティーとの複合的な相互関係に焦点が当てられるようになっ
た。
第二世代によって「集団的活動」と再構成された活動理論を、「集団的活動システムのモデル」への提
示へと受け継いだのがエンゲストロームら第三世代である。上野（2009）によると、ダニエルズはこの世
代が活動理論の構築を目指す理論的枠組みについて、それが「相互作用する活動システムの対話・多元的
な展望・ネットワークを理解するための概念的ツールを発展させる」ことを意図し、「対話性」と「多声
性」を導入することへと広げるものとしている。
⑵ 活動システムのモデル
第三世代の代表論者であるエンゲストロームは、人間活動を歴史的で社会的で文化的な「活動システ
ム」（図１）としてモデル化している。ヴィゴツキーによって提示されたモデルである「主体
（subject）」、「道具（tools）」、「対象（object）」の三つ組みの三角形の基底に、「ルール（rules）」、「共同
体（community）」、「分業（division of labor）」の新たな３つの要素を加えている。エンゲストロームによ
るモデルは、人間の集団的活動をシステムとして捉え、そのシステムの構成要素とその相互関係を表して
いる。
活動システムの各要素と要素間の関係は、松下（2002）の整理によると、次のようなものである。
｢主体」とは、分析の観点として選ばれた、当の活動を行う個人あるいはグループのことである。「対
象」とは、活動が向けられる素材や問題・テーマなどをさし、それは、物質的―抽象的、外的―内的な
様々な「道具」を使って、「結果」へと変換される。「共同体」は、同一の一般的対象を共有する多種多様
な個人やサブグループからなる。「分業」とは、共同体のメンバー間で成される、課題の水平的分割、お
よび権力・地位の垂直的分割を指す。そして、「ルール」とは、活動システム内での行為と相互行為を制
約する明示的および暗黙的な規則、規範、慣習などを意味している。
主体は、道具（物理的道具と心理的道具）を媒介として対象に働きかけ、結果へと変換するが、それは
また、主体が、共同体のほかのメンバーと役割・仕事を分割し、明示的・暗黙的なルールを共有しなが
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道具
主体
共同体
対象→結果
図１．活動のシステムモデル
（エンゲストローム、1987、山住ら訳 p. 79。）
ルール 分業
生産
交換 分配消費
ら、共同体に参加していくことでもある。
また、このモデルにおいての「結果」とは、狭義には、主体が対象に働きかけた結果生み出したものを
意味するが、広義には、その過程で生み出されたもの全体を指す。この意味での「結果」とは、活動シス
テムの各構成要素、およびその相互関係について引き起こされた変化のことである（松下、2002）。
弘田（2007）によると、エンゲストロームは活動システムの矛盾について、活動システムの三つの社会
的活動〈生産〉〈分配〉〈交換〉において、「個人の行為と全体的な活動システムとの間の衝突として不断
に矛盾が生み出される」とする。
エンゲストロームは資本主義の社会経済体制における活動の矛盾を四段階に渡って記述している。その
四段階とは、「⑴主体・対象・共同体といった個々の要素内における矛盾―つまり個人の内面での葛藤の
ようなもの―、⑵各要素同士の間の矛盾―道具と共同体の間に生まれる齟齬など―、⑶より進んだ文化的
活動システムとそうでないシステム間の矛盾―大人のシステムと子どものシステムの間の衝突―、そして
⑷そのような文化的優劣関係から抜け出した各種並行して臨在するシステム間の衝突」ということにな
る。例えば、受験文化と若者文化における活動システム間の矛盾がこれにあたる。学習活動とは、このよ
うな矛盾を乗り越える「客観的かつ文化―歴史的に社会的な新しい活動の構造を生産すること」と言え、
また「いくつかの行為群からひとつの新たな活動への拡張を習得すること」であると言える。
２-２．小学校から中学校への移行にかけての矛盾
ここでは、多少の定義の違いはあるだろうが、児童期の子どもを小学校の児童、青年期前半を中学校の
生徒とする。活動システムモデルをもとに分析すると、児童期後半から青年期前半の子どもの心的発達過
程はどのように映り、移行に際して存在し始める矛盾はどのように見えてくるだろうか。第一章でまとめ
た児童期と青年期の心的発達の内容をもとに、本論で特に強調する児童期後半と青年期前半の子どもの様
子を見ていくことを試みたい。
活動システムモデルにおいて、児童期後半の子どもたちと、青年期前半の子どもたちを主体とし、各年
代の心的発達段階に獲得すると思われる力を結果とすると、図１のようなモデルを一例として挙げられる
のではないだろうか。もちろん、小学校高学年の子どものなかには、自律性を獲得している子どももいる
だろうし、人とある程度距離を保とうとしたり、相手に遠慮して自分を開示できなかったりする子どもも
いよう。また、中学生前半の子どもは、他者とのつながりを過剰意識し、「自分らしさ」にまで意識を向
けられない子どもや、勤勉性よりも劣等感の方が強く、他者を軽視することで有能感を得ようとする「仮
想的有能感３)」を持ち合わせている子どももいるだろう。
図の二つの活動システムモデルの共通点としては、対象に働きかける（心理的）道具に当たるところが
他者の視点や他者意識であるところ、共同体とのルールは自己開示的なものが存在しているところ、そし
て、分業は相互評価や共同体との価値の共有であろう。このことは、両者の発達に関わる活動において、
他者との相互作用の大きさを表している。
では、二つの活動モデル間で何が相違となって現れてくるのか。それは、まず、結果の違いであろう。
小学校高学年の子どもたちの発達において対象とされるのは、友人との仲良しさ、勉強ができるというこ
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３) 伊田（2008）によると、正確には、「仮想的有能感」とは「自己の直接的なポジティブ経験に関係なく、他者の能力を批判的に評
価・軽視する傾向に付随して習慣的に生じる有能さの感覚」である。伊田は勤勉性に基づかない、劣等感の補償としての
competence が仮想的有能感であると仮説を立て、この仮想的有能感が自我同一性拡散の要因の一つであると解釈する。
となどであり、周りからのよい承認を受けるといったことを通して、勤勉性（生産性）の獲得という結果
にたどり着く。一方、中学校の子どもたちの活動の結果は、より深い自他の意味づけ、第三者の視点等を
通した、自分らしさ・他者らしさの構築ではなかろうか。この時期、より深い自己認識とともに、他者認
識も深まっていくように思われる。学年が上がるにつれて、他者の意味づけ、他者視点の深まりについて
は、例えば、中学３年生になると、「なぜ先生が叱ったのか」、教師の指導理由を感じられる子どもが増え
てくることが一例として考えられる。
小学校高学年と中学生の活動システムの相違点としては、学習面の道具が挙げられよう。特に
Service-Learning についていえば、小学校では内容が日常に則した具体性を帯びているのに対して、中
学校の内容はより形式的・抽象的であることが考えられる。これらの活動における相違点が、心的発達段
階移行における内的矛盾として現れるのではないだろうか。児童期と青年期の移行過程で生じる活動シス
テムの矛盾は、子どもの発達や周囲の見方の変化による個々の要素内の矛盾と、学校種の変化等による活
動システム間の矛盾が存在するであろう。
後に、この小学生、中学生の発達における矛盾の克服を促す一つの取り組みとして、小中一貫校のカリ
キュラムと実践例を紹介したい⑶。また、次からは、学習活動に目を向け、松下のエンゲストロームの活
動理論を分析視点とした大学授業研究を取り上げ、これらの理論をもとに、特に認識的社会科教育におけ
る矛盾の克服につながる学習法について、考察していきたい。
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発達：他者の視点、共感
学校：コミュニケーション、具体性のある学習内容
自己開示、適度な同調
学習への参加
相互評価、仲間集団の地位の分化、
共に行動、援助や排他的行為、努力
友人
親、教師
小学校高学年の児童
友人との仲の良さ、勉強の
出来具合、共通のはやり、
役立ち感
→承認、勤勉性（生産性）
　の獲得
図２．小学校高学年の児童の様子の例（筆者作成）
発達：高い自己意識と他者意識、第三者の視点
学校：抽象的な傾向の学習内容
自己開示、自律と依存、
所属集団との共同
相互批評、お互いの意味づけ、
価値の共有、受容
友人
親、教師
中学校の生徒
将来の見通し、
自分らしさ・価値の発見、
過ごしやすい環境作り
→自分らしさ、
他者らしさの構築
図３．中学校の生徒の様子の例（筆者作成）
２-３．学校学習の内的矛盾
〔学校教育の内的矛盾〕
松下は活動システムモデルをもとに、日本の子どもたちに起こる矛盾を示している。それは、「学校学
習内部の矛盾（交換価値 vs. 使用価値）や学校学習とそれ以外の活動システム間の矛盾によって、学習の
コンテクストの生成が困難になっていること、それはとりわけ、内的矛盾がもたらすディレンマや、異質
な活動システム間の境界横断（boundary crossing）の難しさとして現れる」というものである。
学校内部の矛盾は、エンゲストロームのいう第一の矛盾であり、各要素内部の個人の葛藤のようなもの
といえよう。この矛盾は、子どもが中学生になったころから、顕著になり始めると思われる。子どもが小
学校から中学校へと移行する際、この学校内部の交換価値 vs. 使用価値の矛盾の存在が大きくなり、移行
過程の学習内容における矛盾として現れているのではないだろうか。また、学校とそれ以外の活動システ
ム間の矛盾は、第四の矛盾であり、併行して存在するシステム間の衝突といえる。
交換価値 vs. 使用価値とする学校内部の矛盾は、「受験文化」vs.「探求の文化」と表現することができ
る。「受験文化」のなかで学習を行う場合、点をとる人（grade-maker）としての子どもは、結果として、
合格を手に入れるための貨幣（交換価値）となるような学力を獲得する。一方、「探求の文化」のなかで
学習を行う場合、意味を構成する人（sense-maker）としての子どもは、対象世界を認識し直したりつく
り変えたりしていくための新しい道具（使用価値）を自分のものにしていく。学校内部において「受験文
化」vs.「探求の文化」という矛盾をはらんでいるときには、どちらかを探求するべきかについてのディ
レンマに陥ることになる。このディレンマが生み出す学習の困難さは、認識的社会科の学習において、顕
著に現れてくる。松下は次のように説明している。
それは、認識的社会科が「できる」かどうかが進路選択を左右する大きな要因となってきたためであ
る。つまり、交換価値の追求がもっとも露骨なかたちで行われ、受験文化の影響をもっとも強く受けてき
たのが、認識的社会科学習なのである。さらに、ともすれば抽象的な記号操作に止まりやすく、そのため
使用価値が感じられにくいという点も、認識的社会科学習を困難にしている。
〔体験的社会科と認識的社会科との間に潜む矛盾〕
小学校から中学校への移行において、体験的社会科から認識的社会科へ変化することはまた、認識的社
会科学習についての活動システムの内的矛盾と大きく関わっていると思われる。この矛盾は、松下の言葉
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記憶、再生、アルゴリズムによる問題解決の道具
vs.
探求の道具
競争的対応
vs.
規範への反抗
孤立
vs.
協働バラバラな個人の集合
vs.
探求のチーム
成績達成者
vs.
意味生成者 死んだテクストvs.
文脈のなかでのテクスト
→成功の道具（交換価値）
vs.
内容取得の道具（使用価値）
図４．学校教育の内的矛盾（松下、2002、p. 23より筆者が一部加工。）
にもあるように、認識的社会科に対する使用価値の感覚が減少し、交換価値の追求が増加するようになる
という傾向にもつながるのではないだろうか。
小学校体験的社会科と中学校認識的社会科の学習内容の違いは、銀林（1999）によると、一つには、体
験的社会科は日常との関連を見出しやすい、具体的な内容であるのに対して、認識的社会科は、学年が上
がるにつれて形式的な、生活との関連が見えにくい抽象的な概念の学習に陥りがちになるという点にある
と思われる。ともすれば、認識的社会科の授業風景の黒板やノートの上の文字式や関数や論証は、将来社
会に出て何の役に立つのかがわかりにくい。また、授業においては、小学校の体験的社会科における授業
では子どもたちが活発に発表し、意見の交し合いがあり、能動的に体験的社会科の体系を築きやすいのに
対して、認識的社会科の授業においては、抽象的な知識の吸収や、学習内容と時間との関係のため、意味
を見いだせないままの知識の受動的な習得となりがちとなるのではないだろうか。小学生から中学生に
なって、このような学習内容の具体から抽象へのシフトは、認識的社会科学習における子どもの活動シス
テムの内的矛盾を起こしていると考えられる。また、中学生の子どものなかに見られはじめる、公式の暗
記といった、式などの意味を感じられないままの知識の習得は、結果を交換価値に閉ざされたものと見な
す傾向を強めるのではないだろうか。
学年が上がるにつれて抽象へシフトしていく認識的社会科の内容（図５）について、銀林は次のように
提案している。
〔上記の図に対して―引用者注〕本当は、上は抽象の方へシフトすると同時に、下の具体のほうにも幅
（レンジ）を広げるべきではないのか（図６）。抽象化によって、かえって具体的問題が深く理解され、解
決力も増すという体験がなければ、前述の生徒〔「小学校で習った体験的社会科は日常生活でも役に立つ
が、正負の数以後の認識的社会科はなんの役にも立たない」と感じる認識的社会科嫌いの生徒―引用者
注〕のような、いわば「虚無的」な認識的社会科感は克服されないであろう。
それに、カオスなどの複雑系についての認識的社会科は、生物学や気象学、経済現象のような具体的現
象の解析から生まれたことも忘れてはなるまい。21世紀にそれらは環境問題や政治・経済に対して、大き
な意味を持つものとなろう。そういった点からも、これからの認識的社会科はほかの諸科学と連携を強め
ざるをえない。「実質的で開かれた」認識的社会科教育は、21世紀の時代の要請でもあるわけだ。（銀林、
1999、p. 50より筆者が引用）
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年齢
図５.
（銀林浩、1999、p. 49より筆者が加工。）
図６.
認識的社会科を学習するに当たって、具体と抽象の往復、形式的内容と実質的内容を交互に取り上げ、
現実問題を認識的社会科的な知識体系を利用して考察していく経験は、子どもたちが自らの知的体系を構
築し、その知的体系を利用して日常生活や社会の理解と、そこで生じる様々な課題の解決を行う力を身に
つけていくために、必要であろう。また、このような経験を通して、認識的社会科を学習する意味が、子
どもたちにとって、交換価値ではなく使用価値として捉えられるようになるのではないだろうか。体験的
社会科から認識的社会科への変化に対する矛盾が、形式的内容と実質的内容の行き来によって、克服へと
通じていると考えられる。
認識的社会科を活用して問題を解決し、さらに世界を読み解く力を、経済協力開発機構（OECD）の生
徒の学習到達度国際調査PISAでは「認識的社会科的リテラシー」と名付けている。この「認識的社会科
的リテラシー」の定義は、「認識的社会科が世界で果たす役割を見つけ、理解し、現在及び将来の個人の
生活、職業生活、友人や家族や親族との社会生活、建設的で関心を持った思慮深い市民としての生活にお
いて確実な認識的社会科的根拠にもとづき判断を行い、認識的社会科に携わる能力」というものである。
先に述べた銀林や小寺の認識的社会科学習についての提案は、子どもたちが図の認識的社会科化サイクル
のような学びのなかで、認識的社会科的リテラシーを養っていくことに類似しているように思われる。
この認識的社会科化サイクルが表しているのは、図の現実世界の問題を、認識的社会科という概念の中
で捉え、分析し、認識的社会科体系の中で解を導き、現実の状態に照らし合わせるというものである。認
識的社会科化サイクルの⑸の、「これには解答に含まれる限界を明らかにすること」という部分にも、子
どもたちが「認識的社会科」を知り、また現実の現象を理解するために必要であろう。
認識的社会科の観点別の力（概念的知識、手続き的知識、推論とストラテジー、コミュニケーションと
する）（井上、古賀、秋吉、南里、2006）がこの認識的社会科化サイクルのうち、どの場面で多く関わっ
てくるかを当てはめてみると、「概念的知識」は現実の問題を読み解き、認識的社会科の概念に当てはめ
て考えてみる⑴〜⑶、「手続き的知識」は認識的社会科的問題の解答を導く計算過程である⑷、「推論とス
トラテジー」は認識的社会科化サイクルの流れを読み取る⑴〜⑸、「コミュニケーション」は認識的社会
科的な考えを現実の状況に照らし合わせて、表現する⑸となるだろう。それぞれの力が、認識的社会科化
サイクルの循環によって養われることで、認識的社会科の体系へとつながっていくのではないだろうか。
認識的社会科はどのような場面やどのような思考過程で役に立つのか。式や図の一つひとつにはどのよ
うな文脈のなかでの意味が存在するのか。この疑問と答えを子どもたちのなかで見出し、自分自身が自在
に扱っていける自分なりの認識的社会科の体系を築いていくためにも、教科書だけではない現実や日常と
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⑸
図７.　認識的社会科化サイクル（国立教育政策研究所 監訳、2004、p. 29）
いう文脈のなかから、また異なる視点から、認識的社会科を学んでいく必要があろう。
では、Service-Learning の小学校から中学校にかけての学習内容の矛盾を具体から抽象の間のものと
し、その矛盾を埋め、かつ現実と形式の行き来を可能とするような具体的な活動はどのようなものとなる
のだろうか。次に、松下（2002）による活動システムを分析単位とした大学の授業研究をもとに、児童期
から青年期の心的発達も加味しながら、考察していきたい。
２-４．能動的な生産者にする授業の特徴
松下（2002）が提案する、学生が能動的生産者となるような授業研究についての理論は、小学校体験的
社会科から中学校認識的社会科へと変化するにあたっての矛盾、子どもの心的発達のなかで生じる矛盾を
克服し、発達へと促す授業に通じるものとして、参考になると思われる。
松下は、大学授業研究において、授業を「学習活動４)」として捉え、エンゲストロームの「活動システ
ムのモデル」を分析の枠組みとすることで、「日本型学生消費者主義が広がるなかで学生を学習の能動的
な生産者５)に変革しうる授業とはどのようなものか」という課題検討を行っている。
今日の学生の要求する授業は、上の点に加えて、「共同活動」が取り入れられたものといえる。しかし、
活動を通した知識の伝達は、例えば「非効率すぎる」「学問水準の低下を招くことになる」といった批判
も予想される。そこで松下は、まず、活動システムによる「知のとらえ直し（あるいは拡張）」を図り、
活動と知の関係についての考察を行った。活動システム論を用いるのは、知のとらえ直し（あるいは拡
張）の中身、およびそのために必要な学習とはどのようなものかの両方について示唆をもつことができる
と考えられるためである。
活動によって獲得される知とは、松下によると、「知識とスキル」、「エピステーメー（知識）とテク
ネー（技）」といった形で二分法的に示される知の両方を含む。スキルは〈対象的行為の側面―相互行為
の側面〉、〈領域一般的・基礎的―領域固有的・専門的〉という二つの軸によって分類できると考えられ
る。また、知識６)は、活動システムモデルにおいて、〈１〉対象、〈２〉道具、〈３〉結果のいずれかに位
置づけられる。ただし、松下はこの説明に対して、授業のなかで獲得される知識は一種類ではないし、ま
た、知識の位置づけは授業の進行によって変化するため、教師が獲得させようとしている新しい知識の位
置は、〈１〉〈２〉〈３〉のいずれか一つに限定されるわけではないと言葉を添えている。
ところで、対象という目的を達成するために、知識を《道具》として扱うという活動は、学生の学習意
欲を喚起するという利点がありつつも、不十分な知識獲得となるのではないかという、活動と知識とのジ
レンマにぶつかることとなる。Kolodnerは、“Learning by Design” と名づけられたプロジェクト学習にお
いて、デザインのサイクル（design/redesign）と探究のサイクル（investigation/explore）を組み合わ
せ、デザイン→探究→再デザインというプロセスを繰り返すことによって、知識獲得においても、普通の
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４) 松下（2002）によると、エンゲストロームにおいて「学習活動」は、所与の活動システムの下で学ぶことではなく、活動システムを
創り出すこと、すなわち「活動を生産する活動」を指す。筆者引用の論文では、松下は、自ら活動システムを創り出して学ぶことを
《学習活動》（狭義の学習活動）と表し、活動システムによって捉えられる学習といういとなみを総称して「学習活動」と呼んでい
る。
５) 松下は、大学生の「消費者」「生産者」という言葉を、リースマン（Riesman, D.）による「受動的な消費者（passive consumer）」
「能動的な消費者（active producer）」という概念により用いている。松下は今日の学生の特徴といえる「受動的な消費者」から、
「能動的な生産者」にするための授業の可能性の検討を行っている。
６) 松下（2002）の注によると、ここでは、「知識」という語を狭義で用いている。より広義にとるならば、ここでいう「知識」は「対
象についての知識（knowing that）」、「スキル」は「行為についての知識（knowing how）」ということができ、どちらも広義の知識
のなかに含まれる。
教え方をした場合と同等かそれ以上の学習がみられたと報告している（松下、2002、p. 26）。つまり、プ
ロジェクト学習では知識は課題の達成に必要な《道具》として獲得されるのだが、その知識を《対象》化
する段階を意識的に組み込むことによって（探究のサイクルがこれにあたる）、プロジェクト学習と知識
獲得を結びつけようとするというものである。
松下はさらに、学生を「能動的な生産者」にすることに成功していると思われる事例を取り上げ、分析
を行い、枠組み自体の肉付けも試みている。
事例の中で共通する特徴とは、「学生たちが学習に積極的に取り組まざるをえない（取り組みたくなる）
学習環境が構築され、しかもその環境をどう利用し学習自体をどうおこなうかは学生の意思にまかされて
いる」というものが挙げられる。また、「学生たちが学習に積極的に取り組まざるをえない（取り組みた
くなる）学習環境」について、松下は三つの特徴を整理している。
まず一つ目の特徴は、「活動システム全体の組織化」ということである。まず、学習・研究の共同体が
組織されており、とりわけ教師と学生との間の媒介的存在（先に取り上げた事例での院生の存在など）が
おかれていた。また、学習・研究の対象が学生たちの欲求と結びつき、「対象/動機」と呼ぶに値するもの
になるよう配慮されていた学ばせたい知識やスキルはそうした対象/動機に対して学生たちが働きかける
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図８.　文脈の中での意味の構築を目指す学習（筆者作成）
ために必要な道具として習得されるよう仕掛けられていたのである。
第二の特徴は、「活動の真正性（authenticity）」である。上記の事例で学生たちが扱ったのは、化学者
が対象とするような定量的分析を必要とする本物の化学反応であり、それを化学者がするように「見て・
さわって・においをかいで・味わって」感じとり、その反応を化学者がするように説明しようとしてい
た。活動の真正性は、高校までの学校学習の改革でもキーワードとして用いられることがあるが、学校と
いう文脈におかれると、どんな真正の活動も「代用の活動」に変質しがちである（Brown et al., 1989＝松
下）。高校までの学校学習を考察する際は、この点に注意したい。
そして第三の特徴は、「授業外での学習の活動システムへの組み込み」である。授業外での学習が、授
業での学習と組み合わされることにより、はじめて一つの活動システムとして十分機能するよう設計され
ていたのである。このように学習を活動システムに組み込むのは、活動と知識のジレンマに対する一つの
解決策でもあるといえる。真正の活動は、決して効率的なものではなく、単に言語化できる知識の獲得を
目的とするならば、テクストや教師の語りを通して教えた方が効率的である。しかし、言語化できない知
識（暗黙知）やスキル、信念は活動や行為を通じてしか学ばれえない。このジレンマが、授業外での学習
を促すことで解決されていたのである。
２-５．知の統合の観点からみた認識的社会科学習
以下は松下のケーススタディの事例で紹介された授業の活動システムモデルを援用し、小学校体験的社
会科から中学校認識的社会科への移行と、「知の統合」という観点で認識的社会科学習の授業の流れを提
案したものである。
図２-10では、中学校認識的社会科の場面において、二つの活動システムを描いている。左側は知識を
「対象」とした活動システムであり、そこでの「結果」（知識）が、右側の活動システムにおける「現実世
界」と向き合うための「道具」として組み込まれている。そして、さらに右側の「結果」を道具として、
知識の習得を図っていくという、形式的内容の習得、社会の文脈に依拠した内容の利用のサイクルをイ
メージしている。
知識を対象とした活動システムの場面は、授業中の演習時間や学校外の学習時間７)である。また、知識
を道具とした場面は、授業中の取り組みを表している。日常という文脈のなかで、これまで得た知識を用
いることで、現実世界を、認識的社会科の体系という視点から理解していくとともに（真正性８)）、知識
内容の「意味」を構築していく。道具として使用することで、認識的社会科で学習する式や図、考え方な
どを、自分なりの意味するところによって把握していくことを促すのではないだろうか。この場面では、
共同体は「共に探求する仲間」である。また、活動の探求を深めたり、お互いの視点を広げたりするため
には、導き出した考えの発表や話し合いなどを通した、活動のなかでの「多声性」が必要となってくるだ
ろう。「多声性（multivoicedness９)）」とは、「学習に多様な『声』が含まれていること」を指す（松下、
1999、p. 117）。この、共同体の共に真理を探し求める仲間という位置づけや、活動に多声性をもたせる
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７) 学校外の学習時間の方が、社会と直に関わる機会があり、子どもの成長面でも与える影響が大きいだろう。ここであげる「学校外の
学習時間」は、認識的社会科の知識の定着を目的とした学習時間として、狭義の意味でとらえる。
８) 認識的社会科の学習における「真正性」を、松下（1999）は「認識的社会科に固有な世界の見方、考え方、表現のしかた、面白さ・
美しさを味わうことのできるような学習」としている。そして、その手段に「認識的社会科が創られる、あるいは使われる『現場』
の活動に参加すること」を提案し、授業の例として小寺（1992）の実践を挙げている。
９) 「声（voice）」とは、音声としての声ではなくて、その人の持つ文化、考え方、立場、感情などを表す。「多声性」は、多様な活動
システムに、多様な仕方で参加することによってもたらされる。それは、異なる個人間でも一人の人間の内部でも見られるし、生徒
にも教師にも見られる。（松下、1999、p. 117）
ことは、特に、自分らしさや他者らしさの認識の構築や自律の意識が芽生え始める青年期初期の生徒に
は、現実や認識的社会科との対面や自己の心的発達、活動の深まりに意味を持たせるのではなかろうか。
３．Service-Learning の事例検討（附属小学校：富永千晶）
３-１．事例の概要解説
―総合的な学習の時間：進んで地域社会にかかわっていく児童を育てるしゃちっ子学習―
しゃちっ子学習では、次の「３つの知」を関連させて「自己智」の育成を目指す。
経験知…これまで各教科等で身に付けた知識や技能、ものの見方や考え方等
教科知…しゃちっ子学習で身に付けさせたい問題解決の学び方やものの考え方
内省知…問題を解決するにあたって必要なことを判断するもと
自ら日常生活や地域社会から課題を見付け、これまで身に付けた各教科等の知識や技能等を活用して解
決していき、「役に立った」「喜んでもらえた」「やってよかった」という達成感や充実感を味わうことで、
よりよい生き方を考え、進んで地域社会にかかわっていく原動力とする。
そこで、本研究では、【児童の興味・関心】【社会のニーズ】【各教科等の内容】の３つを取り入れた
「サービス活動」に取り組む。
１年次は、「サービス活動」を「相手のためになる活動であるとともに、各教科等で身に付けた知識や
技能等を活かすことができるという自分のためになる活動」（以下相互便益のある活動）に近づけるため
に、テーマを生み出す場や困難場面を解決に導く「すっきりタイム」を設定した。その結果、児童は各教
科等の力を活用できる活動内容を生み出し、社会のニーズを意識して相互便益のある活動に近づけること
ができた。しかし、さらに相互便益のある活動にするためには、実際に相手と触れ合い、相手の立場や考
えを知った上で「サービス活動」の修正・改善を行う必要があった。
そこで２年次は、社会のニーズを調査し、自分達の活動が実際に地域社会のニーズと合っているのかを
客観的に見直して、相互便益のある活動に近づけるように、計画・準備段階に「シミュレーションタイ
ム」を設定した。それによって、「サービス活動」を相手の立場になって見直し、具体的に活動を修正・
改善することができた。しかし、次の課題が残った。
①各教科等で身に付けた力を活かせているという実感を児童にもたせるためには、活動途中に意識付けの
手立てが必要になり、活動の流れを妨げることになった。
②シミュレーションでは、地域の人の声に実感がもてず、地域に貢献できたという達成感や充実感を地域
の人と共に味わうことが難しかった。
課題①については、そもそも相互便益の考え方を見直す必要があると考えた。そこで、児童にとっての
メリットを「各教科等で身に付けた力を活かすことができる」から「『サービス活動』を通して達成感や
充実感を味わい、自己が成長できる」ことであるととらえ直した。
課題②については、単元を通して、社会に貢献できていることを実感できるように、地域の人と共に
「サービス活動」を展開していく必要があると考えた。このことをふまえて、３年次は、相互便益のある
活動を「相手のためになる活動（社会に貢献できる活動）であると共に、自分のためになる活動（達成
感・充実感を味わい、自己の成長につなげられる活動）」と修正し、「サービス活動」を展開する。また、
地域の人と共に活動する場を設定して社会に貢献できる喜びや自己が成長できる喜びを実感させることを
カリキュラム開発目標とした。
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その研究課題と視点は以下の通りである。
●研究の課題
各教科等で身に付けた力を活かして、地域社会に貢献できる喜びと自己が成長できる喜びを実感さ
せるためには、どのような手立てが必要か。
◎研究の視点
地域社会と密着した「サービス活動」を展開するために、地域の人を交えた「パートナー会議」を
設定する。
○視点の詳細
⑴ ｢パートナー会議」とは
地域社会への貢献をめざして「サービス
活動」を進めていくためには、常に社会の
ニーズに立ち戻る必要がある。アンケート
やインタビューによる調査を行うのはもち
ろんだが、生み出す段階から単元を通し
て、地域の人と共に活動を展開していけ
ば、より地域社会と深くかかわっていける
だろう。そこで、ここでは児童と共通の願
いをもち、それを実現させるために能動的
に活動を進めていく人をパートナーとす
る。
｢パートナー会議」は、児童とパート
ナーが対等に意見を出し合い、協同して解
決することを確認する場である。
全体、グループと会議の形態は様々だ
が、共通理解、方向付け、振り返り等が必
要な時に単元を通して設定する（図１）。
各段階での「パートナー会議」の目的と
内容は（表１）に示すとおりである。
⑵ ｢パートナー会議」の意義
｢パートナー会議」では、様々な視点で検討しながらよりよい「サービス活動」をつくり出していく。
そのため、互いの意見がかみ合わなかったりぶつかったりすることがあるが、それが探究的な学習にお
いて重要な意味をもつ。なぜなら、広い視野をもつパートナーからの質問や意見によって、計画や準備
の不十分なところが明らかになり、より具体的な見通しをもって目の前の課題を解決していくことがで
きるからである。そして何よりそれが児童にとって乗り越えるべき壁となり、自己を成長させるよい機
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図９．｢パートナー会議」を設定した単元の流れ
会になるのである。
パートナーや友達と協同して一つ一つの壁を乗り越えた児童は、「みんなと力を合わせて取り組んで
よかった」「自分がやっていることは地域に役立っている」「自分はこんなこともできるようになった」
等、地域社会にかかわる喜びを味わい、自分のよさや可能性に気づき、その成長に自信をもつことにな
るだろう。
３-２．授業分析
本授業は、３年間を通して【児童の興味・関心】【社会のニーズ】【各教科等の内容】の３つを取り入れ
た「サービス活動」を行ってきたが、その成果を３つあげる。
①各教科等で身に付けた知識や技能を総合的に関連させて「サービス活動」で発揮することができ、改め
て各教科等の学習の大切さを実感し、学習意欲が高まった。
②社会のニーズを調査したり、地域の人をパートナーにして活動を展開したりしたことで、社会に貢献で
きた喜びを味わい、学びの価値を感じることができた。
③地域の人と共に「サービス活動」を行うことで、問題解決の学び方やものの考え方を広げたり深めたり
することができた。地域の人による他者評価が、自己の成長に気付かせることにつながった。
一方、今後の展望としては、総合的な学習の時間と生活科との関連を研究するとともに、中学校３年間
までを見通した総合的な学習の時間で育てたい資質・能力を明らかにしていきたい。
更に、本授業において活動システムを分析単位として若干の考察を加えてみる。この授業は、知の統合
という観点からみると、現実問題の文脈の中で体験的社会科を利用するというシステムではないものの、
これまで習得した体験的社会科の知識を使って、発展的な課題の解決を目指す取り組みを行っているとい
う点で、知識を道具として扱う活動システムを組織しているといえよう。
また、班活動や発表の場面では、意見の交換が活発であり、多声性が生きているといえる。この多声性
を促したのは、子どもたちの聴く態度、式などの理由を考え、相手にわかりやすく説明しようとする態度
や素直さ、真剣さであり、教師が日頃の授業において「話す・聴く」意識の醸成を図り、解の導き方の理
由を意識づける試みの影響といえよう。「話す・聴く」態度の育成は、児童期後半と青年期前半の子ども
においては、相互評価や客観的な自分と周囲の意味づけをより積極的なものにすると思われる。
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発達：他者の視点、共感
算数内容：文字を使った関係式の知識、割合、速さ等の知識
話す・聴く姿勢
真剣さ、少々の遠慮
児童：教え合い、相互評価
教師：多声性の支援、協同
知識習得の指導
学習共同体
教師
社会科の古参者、
認識的社会科の新参
者としての児童
文字と式の発展 →中学認識的社会科へのつな
がり、多様な考えを知る
図10．社会科授業の活動システム（筆者作成）
４．研究の成果と課題
本研究の成果は、次の３点に集約できる。
１．子ども自身、友人、親、教師、周囲各々の子どもに対する見方を、子どもの心的発達段階表に沿って
表すことで可視化した。
２．児童期から青年期にかけての発達過程は、実践共同体の成員が正統的周辺参加から十全参加となるた
めの学習を可能とさせる能力を培う過程ではないかと考えられる。つまり、児童期は勤勉性（生産性）
と関連した、正統的周辺参加における共同体内での学習方法の取得に関わり、青年期になると学習自体
や生産、共同体の存在を多価値ならしめる、体系の把握、主体的な行動源（アイデンティティ形成）の
確立へと推移していく。また、児童期と青年期の子どもとその環境を、特に心理面の発達の視座から、
単純構造ではあるが、活動システムモデルをもとに図で表現した。そこでわかった主な矛盾点は、子ど
もの対象・動機が、児童期から青年期を経るにあたって、勤勉性（生産性）の獲得からより深い自他の
意味づけ、第３者の視点を通した、自分らしさ・他者らしさの構築へと変化する点、子どもの発達や周
囲の見方の変化による活動システムの個々の要素内の矛盾と、学校種の変化等による活動システム間の
矛盾がある点が挙げられる。
３．学習活動における矛盾の克服には、知の統合サイクルと、学生を「能動的な生産者」にする授業の特
徴である「活動の真正性」、「活動システム全体の組織化」が有用であるという仮説を導いた。また、認
識的社会科の知識を道具とする活動において、児童期から青年期の心的発達を鑑みるに、「多声性」と
現実問題の文脈の中で認識的社会科を用いる学習が有用であるという提案し、それを可能としていると
思われる実践事例を紹介した。
一方、課題は山積している。特に筆者が注目したのは以下の部分である。
本論では第一に、子ども自身、友人、親、教師の子どもの発達の見方について、段階的に追って整理し
た。
次の論理展開においてもその内容を利用しているが、加味されているのは年齢による発達要因、狭義の
歴史・文化的要因のみであり、広義の歴史・文化的要因や個人差の影響は視野に入れていない。そこで、
実際に子どもの成長と向き合う中で、子どもと子どもの環境の相互作用から、心的発達を理解することを
意識し、またその考察を行うことを今後の課題としたい。
一方、児童期前半から青年期後半にかけての子どもの心的発達過程やその移行で生まれる矛盾の仮説
は、単純化され、一方向からの視点で論じており、その他の活動システム、すなわち学校外の生活や子ど
も同士の遊びの中での学習など、様々な要因が加味されていない。さらに、矛盾の克服を促す学習につい
ては、矛盾の仮説と同様、あくまで仮説であり、実証性に欠ける。今後は、矛盾の仮説を、アンケートな
どを利用したテキストマイニング研究や量的研究、矛盾の克服を促す Service-Learning 授業を、エスノ
グラフィーなどの質的研究やパフォーマンス評価を通じた分析をすることで、理論と実践の整合性と独自
のより良い授業の創造を図っていきたい。
また、矛盾の克服を促す取り組みとして、小中一貫教育を視野に入れた Service-Learning の実践を挙
げたが、一例だけであり、非常に少ないと言える。今後の小中一貫の動向を踏まえて、この点も考察を要
すると総括できる。
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